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1. 緒言 

1.1 泥炭火災 

泥炭地火災はヘイズ(Haze; 煙害)の原因となる粒子状物質(PM)や、二酸化炭素(CO2)や

メタン(CH4)といった温室効果ガスを排出するため、環境汚染や気候変動に対する影響が懸

念されている。ヘイズとはインドネシア・スマトラ島などにおける大規模な野焼きや森林火

災により生じた煙が、南西季節風(モンスーン)により、マレー半島やシンガポールに流され

ることにより生じる煙害を指し、例年乾季に当たる５月～１０月に観測される(外務省i)。近

年、インドネシアの泥炭火災によるヘイズがシンガポールやマレーシアをはじめとした東

南アジアの国々に環境、健康被害をもたらしていることが国際問題となっている。日本にお

いては気象庁において乾いた微粒子により視程(水平方向で見通せる距離)が 10 km 未満の

状態であると定義される。 

泥炭とは植物遺体が微生物分解されないまま地表に堆積したものであり、有機物を多く

含んでいる。熱帯泥炭地は主に倒木や根が枯死したもの等、樹木で構成される(Figure 1)。

このような木質泥炭にはリグニンが含まれ、これが分解する過程で生成するフェノール系

の有機物が原因で熱帯泥炭は酸性度が高いと言われている。また酸性度が高いと高温下で

も酸化分解を受けにくく、有機物は一度泥炭化すると自然な状態ではほとんど分解が進ま

ないii。 

泥炭地はツンドラから熱帯まで分布し(Figure 2)、その面積は地球上の陸地のうちの 3%

の面積である 5×106 km2 程といわれている。インドネシアには世界中の泥炭地の約 10%

が存在しているiii。インドネシア、マレーシアには熱帯泥炭地のうちの 70-80%が存在して

おり、大きな炭素の貯留地となっている。インドネシアの泥炭地には 55 Gt 程度の炭素が

貯留しているiv。
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Figure 1 インドネシアの泥炭v 
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Figure 2 バイオマス火災の分布vi 
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1.2 インドネシアにおける泥炭火災 

インドネシアはブラジルに次ぎ熱帯雨林の減少面積が大きく、1990 年から 2000 年の森

林減少面積は約 191 万 ha と報告されているvii。その原因にはプランテーションに伴う森林

伐採や野焼きによる火災が挙げられるが現地農家や企業の収入源となっているため規制が

難しい。さらに Mega Rice Projectが実行され、大規模な森林伐採が起こり多くの灌漑水路

が掘られたため泥炭が露出し、地下水位が低下し、土壌の乾燥化が進んだ荒廃した泥炭地が

広がっている。 

森林の開発が進むことによる地下水位の低下とエルニーニョ現象により、土地の乾燥化

が進んでいる。エルニーニョ現象とは、太平洋赤道域の東部～中部にかけての広い海域で海

面水温が平年に比べて高い状態が半年～１年程度続く現象である(Figure 3)。平年インドネ

シア近海では海水温が高い。高水温域では海面からの蒸発が盛んで大気中に多量の水蒸気

が供給され、対流活動が活発で降雨が多くなっている。しかしエルニーニョが発生すると太

平洋の熱帯域で東風が弱まり、対流活動が活発な海域が平常時より東に移動するviii。その結

果インドネシアでは乾期の降水量が減少し、火災が起こりやすい状況になる。近年アジアに

おける熱帯泥炭火災は急速に増えており、泥炭地の急速な開発と劣化によって干ばつでな

い年にも火災が起こっているix。 

エルニーニョの影響により 1997 年から 1998 年にかけて発生した森林火災は 20 世紀最

大規模であり、約 700 万 ha の森林が被害を受けたといわれている。また森林火災により発

生した煙霧によりインドネシアでは視界不良が多発しており、2015 年にスマトラ島北西部

のメダンにおいては旅客機の墜落事故が発生した。このときの大火災ではパランカラヤは

視程の低下(Figure 4)により空港の閉鎖が起き、その後大統領令によって火入れが禁止され

たが、今も泥炭火災は頻発し社会問題となっている。 
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Figure 3 エルニーニョ (気象庁 エルニーニョ/ラニーニャ現象とはx) 
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Figure 4 ヘイズ時のパランカラヤ市内の様子 
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1.3 泥炭火災の特徴 

泥炭火災では一般的な炎を上げて燃える火災(flaming)の他に、炎を出さずに燻り燃焼す

る火災(smoldering)が起こる(Figure 5)。燻焼は比較的低温で炎を上げない火災であり、地

下で進行する。表層泥炭火災の拡大速度が 92 cm/day なのに対して、下層泥炭の燻焼の延

焼速度は 31 cm/day ほどと遅いxi。 

泥炭の着火には着火源、環境状態、泥炭の水分量、無機炭素が影響するxii。地表に堆積し

た葉や枝等の地表可燃堆積物は着火すると 270℃前後で炎を上げて燃焼する。泥炭は分解が

進んだ可燃ガスを放出する物質をあまり含んでいないため 360℃前後で燃焼する炭化物燃

焼が主体となる。地表可燃堆積物の燃焼により、泥炭は着火しその温度も炭化物燃焼温度ま

で上昇する。また泥炭の水分量は地下水位に依存する。地下水位とは平均海面を基準として

測った地下水までの深さであり、地下水位が 30 cm より高いと火災はほとんど起こらず、

40 cm 以下まで下がると泥炭火災が活発化する。地下水位が低いと、深さ 20-50 cmの下層

で燻焼が起こる。 

Figure 6 に示すように下層泥炭は一般に酸素供給が少なく火災が進みにくいが、表層泥炭

が燃焼していなくても燻燃が起こることがある。地下部では樹木が巨大な根を広げており、

その根系部分は空隙が多く、地下水位が低下すると乾燥し空気が取り込みやすくなり、火災

が進みやすくなる特徴がある。 

泥炭火災が起こるとまず初めに 150℃くらいまでの温度域で土壌中の水分が蒸発する。そ

の後 260℃までの温度域に有機物の熱分解と酸化反応が起き、260-360℃の温度域で炭化物

が形成され、次に炭化物の熱分解と酸化反応が起こる。 

火災により泥炭の pHは上がり、炭素および窒素は低下する。特に火災によって微生物に

よって分解されにくいリグニン、セルロース、ヘミセルロースの量が低下するxiii。インドネ

シアの泥炭は木質系であり、木質泥炭に多く含まれる木片の主な構成物質はセルロース、ヘ

ミセルロース、リグニンである。セルロースの分解温度は 240-350℃、ヘミセルロースの分

解温度は 200-260℃、リグニンの熱分解温度は 250-300℃である。泥炭火災が起こりリグニ

ンが分解されると炭化残留物、留出物(水性留出物、油状物)およびガス(炭酸ガス、一酸化

炭素、メタン等)を生成する。 
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Figure 5 Flamingと Smolderingxiv 
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Figure 6 燻焼の進行xv 
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1.4 ヘイズとは 

森林火災から排出されるヘイズには、粒子状物質(PM)、一酸化炭素、窒素酸化物、硫黄

化合物等があり、環境や健康影響、交通障害を引き起こしている。ヘイズによってもたらさ

れる健康被害には、短期暴露では結膜炎症状や鼻炎症状、長期暴露では呼吸器疾患や循環器

疾患の発症や悪化、肺がんリスクの増加が報告されている。実際に, PM10濃度 10㎍/m3 の

増加に伴い、日死亡率は 0.2～0.6 %増加するという報告xviや、PM2.5長期暴露において心肺

疾患と肺がんによる死亡率が 10 ㎍/m3増加あたりに、それぞれ 6.8 %増加するという報告

があるxvii。またインドネシアの地元紙によると、2015 年の火災時に煙害で 10 人が死亡し、

50人以上が呼吸器疾患と診断されたxviii。 

バイオマス燃焼である泥炭火災では PM が発生し、その粒子体積の 80%以上が PM2.5で

ある。PMはその粒子の小ささから呼吸を通して体の奥まで到達し、健康に悪影響を与える

と言われている。 

PM2.5 は主に無機塩，有機物，元素状炭素といった成分で構成され，発生源は人為起源・

自然起源が存在し，さらに発生源から直接排出されるもの（一次粒子）と光化学反応等によ

りガス状物質から発生するもの(二次粒子）とが存在する極めて複雑な大気汚染物質である

xix。微小粒子(2.5 ㎛以下)は燃焼によって生成され、主に硫黄酸化物、窒素酸化物、炭素、金

属の二次生成物である。Dockeryらxxにより、粒子曝露により心血管系や呼吸器系疾患で退

院する患者が増加すること、子どもの喘息、呼吸器症状の増加と肺機能低下に関係している

ことが報告されている。PM 曝露により有病率(喘息による入院、子どもの長期欠席、呼吸

機能障害)と高齢者の死亡率の増加が認められているxxi。 

インドネシアから排出されるヘイズは季節風に乗りマレーシアやシンガポールといった

近隣諸国へ移流し被害をもたらしている。マレーシアはスマトラ島の対岸に位置するマレ

ー半島の西海岸域に経済活動が集中しているため、スマトラ島の火災の影響を受けやすい。

2005 年の森林火災では学校や工場が一時閉鎖された。そのためマレーシア政府は大気汚染

物質のリアルタイム計測を実施し、煙害情報を提供している。マレーシア全土のネットワー

クにより観測されたデータを基に、マレーシア環境省は,独自に設定した総合大気汚染指数

(API: Air Pollution Index)等を算出し,リアルタイムの煙害情報を提供している。APIはPM10、

SO2、CO、NO2、O3の 5つを指標物質としている。それぞれの測定値を 1時間値をもとに

して PM10と SO2が日平均値、CO が 8 時間平均値の日最高値、NO2と O3が 1時間値の日

最高値として算出する。5 つの指標物質の濃度を Table 1に当てはめ副指数を決定し、その

中の最大値が API 値となる。平均濃度をそのまま用いないで副指数を計算するのは、それ
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ぞれの汚染物質によって同じ濃度でも影響が違うからである。シンガポールでは

PSI(Pollutant Standards Index)が提供されている。PSIはアメリカ合衆国環境保護庁(United 

States Environmental Protection Agency, EPA)が開発し、Federal Register に手法が示され

ている。PSIは汚染物質濃度とその影響度を基礎とした 1 日単位の指数であり、環境監視に

有効であると考えられている。測定値は 1 時間値をもとにして PM10と PM2.5と SO2が日平

均値、CO が 8 時間平均値の日最高値、NO2と O3が 1 時間値の日最高値である。API 値、

PSI 値ともに 0-50が良好、51-100 が中程度、101-200 が不健康、201-300 が非常に不健康、

301 以上が不健康と評価される(Table 2)。SPI には指標物質として API には含まれない

PM2.5 が含まれるため、シンガポールとマレーシアの近い都市でも SPI 値の方が高くなる

ことがある。 

1997/1998 年の森林火災を経て 2002 年に越境煙害に関する ASEAN 協定が締結され

た。しかしインドネシアは長い間この協定に批准せず、2014 年の 9 月にようやく批准し

た。そこでインドネシアの泥炭火災からの排出物の特定や健康影響等に関する科学的知見

に基づいた情報が求められるが、越境ヘイズ汚染に対する政策のための知見は不足してい

るxxii。  
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Table 1 API算出の副指数 (A GUIDE TO AIR POLLUTANT INDEX IN MALAYSIAxxiii) 
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Table 2 PSI、APIの人間への影響xxiv 

 

 

  

PSIまたは API 健常者 
高齢者、妊婦、 

子ども 
心肺に持病がある人 

良好 

0-50 
影響なし 影響なし 影響なし 

中程度 

51-100 
影響なし 影響なし 影響なし 

不健康 

101-200 

継続的または激しい

屋外活動を減らす 

継続的または激し

い屋外活動を最小

限にする 

継続的または激しい

屋外活動を避ける 

非常に不健康 

201-300 

継続的または激しい

屋外活動を避ける 

屋外活動を最小限

にする 
屋外活動を避ける 

危険 

＞300 

屋外活動を最小限に

する 
屋外活動を避ける 屋外活動を避ける 
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1.5 本研究の目的 

 工場や事業所等の人為起源の大気汚染物質による健康影響評価は多数報告されているが、

黄砂や森林火災等の自然起源による健康影響は近年関心が集まってきたところである。泥

炭火災から発生するヘイズは、人為起源大気汚染物質と組成が異なると考えられるため、健

康影響評価への重要な知見となる。インドネシア泥炭火災からの排出物は、フィルターに

PM2.5を採取して秤量や溶液抽出しての分析が行われてきたxxv。しかし直接排出物を測った

研究例はほとんどない。それはインドネシアにガス成分分析に適した装置が火災現場近く

にないことから困難であるからである。 

本研究ではインドネシア泥炭サンプルを前処理装置を用いて加熱し排出されるガス状物

質を特定し、その健康影響を評価することを目的とした。 
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2. 実験方法 

Figure 7 に示すインドネシアのリアウ州ブンカリスの焼け跡サイトの表層泥炭サンプル

を用いて TG/MS(リガク; 示差熱天秤－光イオン化質量分析同時測定装置 Thermo Mass 

Photo)と GC/MS(ガスクロマトグラフィー–質量分析法 Gas Chromatography - Mass 

spectrometry (Agilent Technologies; 6890N))を用いて成分分析を行った。 

 

2.1 TG-DTA 

TG-DTA(熱重量測定 – 示差熱分析装置 Thermogravimetry – Differential Thermal 

Analysis)(Figure 8)は熱天秤と質量分析装置が連結された装置で、試料及び基準物質の温

度をプログラムに従って変化させながら、試料の重量変化測定(TG)及び試料と基準物質の

温度差を測定する示差熱測定(DTA)を同時に行うことができる。イオン化モードは電子衝

撃イオン化(EI）法と光イオン化(PI）法とのモード選択が可能である。 

EI 法は、測定対象のガスに加速した電子を衝突させることにより、ガスをイオン化させ

る方法であり、分子がそのままイオン化した分子イオンの他に分子が解裂したフラグメン

トイオンを生じる。光ソフトイオン化(Photo Ionization; PI)法では、10.2 eV という比較的

エネルギーの低い光を照射し発生ガスのイオン化を穏やかに行うため、フラグメントイオ

ンの生成が抑えられ、発生ガスの分子構造を壊さずそのまま分子イオンの状態で計測する

ことが可能であり、試料の熱分解挙動をより詳細に明らかにすることができる（NSST）。   

熱分析まずは電子天秤によって支持されたアルミナ製のパンに試料を乗せる。昇温を行

い、その時の重量変化と吸・発熱特性を測定する。また熱分析空間をヘリウムまたは酸素

で満たすことにより、還元雰囲気と酸化雰囲気を作り出すことができる。還元雰囲気下で

は下層泥炭の酸素供給か少ない中での火災排出物の挙動を、酸化雰囲気下では表層泥炭の

火災排出物の挙動をみることができる。本実験ではヘリウム雰囲気下で下層泥炭火災を、

ヘリウムと酸素雰囲気下で上層泥炭火災の状態を再現した。 

以下に TG/MS の実験概要を示す。 

 

①Al2O3のサンプルパンに、電子天秤を用いて試料を量りとる。 

②装置の重量測定部の 2か所に試料を入れたサンプルパンを静置する。 

③Loadingボタンを押して試料を導入する。 

④PC にて質量分析部のMS 条件を設定する。本実験では以下のように設定した。 

   イオン化法：PI 法 
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   測定質量範囲：10-210 

   SEM 電圧：2600 V 

⑤PI ランプを on にし、その数値が許容範囲であることを確認し MS実行を押す。 

⑥TG/DTA の設定を以下のように行う。 

   温度プログラム：100℃まで 20℃/min で昇温、30分保持して水分除去後 20℃/min

で 950℃まで昇温 

   試料情報の入力 

   保存データ名の入力 

⑦MS のシグナル強度が安定したら測定を開始する。 

⑧測定終了後は測定時の状態のまま放置し、試料の温度が 50℃以下になったらサンプル

パンを取り出す。 

 

2.2 GC/MS 

GC/MS(ガスクロマトグラフィー四重極質量分析計/日本電子株式会社; JMS-

Q1000GCMkⅡ)による分析では前処理装置としてキューリーポイントパイロライザー 

(Japan Analytical Industry Co. Ltd. ; JCI-22) を用いたものと、泥炭に直接火を着けその煙

を採取したものとの 2 種類を分析した。泥炭サンプルはマッフル炉内に静置し、100℃で

24時間加熱し水分を除去した。 

着火した泥炭からの煙はマイクロシリンジで 10 μL 採取しGC/MSへ注入した(Figure 

9)。これにより表層泥炭の火災排出物を分析することができる。 

 

パイロライザー(Figure 10)による前処理では下層泥炭の酸素供給が少ない中での火災排

出物を分析することができる。パイロライザーはパイロホイルに包んだ固体試料や液体試

料を加熱し、発生したガス（気体）を GC に導入する前処理装置である。微量の試料を瞬

間的に熱分解させ、その熱分解生成物をガスクロマトグラフへ導入・分離することができる。

強磁性体である Fe, Co, Ni の合金体を高周波電磁誘導によってキューリー点に瞬間的に到

達させ熱分解させるxxvi。パイロライザー処理では 255℃、315℃、358℃、445℃、590℃の

パイロホイルを使用し試料を包み、抽出したガスを GC/MSに注入した。 

パイロホイルはホイルクリンパを用いてコの字型に成型し、試料をのせる窪みを付けた。

電子天秤(Chyo Balance Corp.; JL-180)を用いて泥炭試料を秤量しパイロホイルの窪みへ乗

せ、両端と下部を折り試料と密着させた。試料の量はそれぞれの温度で以下の通りである。 
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255℃：1.6 mg, 315℃：1.2 mg, 358℃：0.6 mg, 445℃：0.7 mg, 590℃：0.5 mg 

 試料を包んだパイロホイルをパイロライザーに入れ、スタートボタンを押した。試料が加

熱され、ready 状態になってから GCの試料導入部へガスを注入した。 

 GCでは固定相と気体の移動相よりなる平衡の場において、試料の各成分の両相への相互

作用の大きさに差があることを利用して、それぞれの成分を分離する。GCの構成と説明を

Figure 11に示すxxvii。 

 

・キャリヤーガス 

キャリヤーガスには窒素、アルゴン、水素、ヘリウム等を使用する。窒素は、安価で安

全なガスであるが、最適線速度が遅いため分析時間がかかり、最適線速度域が狭いという

欠点を持っている。水素は、安価で最適線速度が速く、また最適線速度域が広いため、理

想的なキャリヤーガスと言えるが、安全面を考慮して日本ではあまり使用されていない。

一般的には高価であるが安全で広い最適線速度域を持つヘリウムが多用される。 

・キャリヤーガス制御部 

キャリヤーガスに用いるガスボンベは高圧充填されているため、調整器により、排出さ

れるガス圧力を制御する必要がある。制御されたガスをガスクロマトグラフに導入し、適

切な流量に設定する。 

・試料導入部 

注入口で導入された試料は、キャリヤーガスによってカラムへ送り込まれる。一般的に

は高温に加熱された注入口にシリンジを用いてサンプルを注入する。気体試料はそのま

ま、液体試料は気化されてカラムへ移動する。 

・カラム 

試料注入部で気化した試料混合物は、キャリヤーガスによって運ばれ、カラム内に入る。

カラム中では試料成分とカラム中の固定相との相互作用（吸着、分配）により、各成分が

選択的に遅延することにより検出器までの到達時間に差が現れて分離される。カラムの

種類には、ステンレスやガラスなどの内径 2～4 mm の管の中に粒子状の充填剤をつめた

充填カラム（パックドカラム）と、フューズドシリカやステンレスなどで内径 1 mm 以下

の管の内面に液相や充填剤を保持させたキャピラリーカラムがある。 

本実験の GC/MS の分析条件は以下の通りである。 

 

昇温条件：40℃(2 min 保持) - 6℃/min 昇温 - 160℃ (0 min 保持) - 20℃/min 昇温 - 
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300℃(18 min 保持) 

カラム：Inert Cap 5MS/NP, 30 m, 0.25 mmφ, 0.25 μm 膜厚 

イオン源温度：200℃ 

イオン化エネルギー：70 eV 

GCITF 温度：250℃ 

注入口温度：250℃ 

キャリヤーガス：ヘリウム 
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Figure 7 サンプリングサイト(インドネシアのリアウ州ブンカリス) Google mapxxviii 
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Figure 8 示差熱天秤－光イオン化質量分析同時測定装置 Thermo Mass 

Photo(Rigaku) 
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Figure 9 泥炭直接着火の様子 
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Figure 10 パイロライザー 

(JCI-22, Japan Analytical Industry Co. Ltd.) 
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キャリヤーガス 

制御部 

検出部 

試料導入部 

カラム 

Figure 11  GC/MSの構成 

質量分離部 
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3. 結果と考察 

 泥炭直接着火のクロマトグラフを Figure 12 に示す。主な排出物はレボグルコサン(m/z = 

185)であった。レボグルコサンはバイオマス燃焼により排出される主要な物質であり、微小

粒子中の一次排出有機粒子の指標であるxxix。 

 パイロホイルの各温度、255℃、315℃、358℃、445℃、590℃のクロマトグラフを Figure 

13-17に、主な排出物を Table 3に示す。インドネシア泥炭は植物遺体から成る木質泥炭で

あるため、植物体を構成するセルロースやヘミセルロース、リグニンの分解物であるレボグ

ルコセノン(m/z = 148)やバニリン(m/z = 152)が各温度域で検出された。セルロースは加

熱されると脱水反応やグリコシル転移反応により分解される。グリコシル転移反応により

レボグルコサンに分解され、それからさらに水分子が 2 つ外れたものがレボグルコセノン

である。さらに熱分解が進むことによりレボグルコセノンからフルフラール(m/z = 96)が

生成される。フルフラールはセルロースの脱水反応によっても生成される。レボグルコサン

は水溶性物質であり、その純物質から成る粒子は吸湿性を示すため、エアロゾルが形成され

た際に濃度の上昇に寄与するxxx。 

フルフラールは 255℃～445℃の温度範囲で検出された。フルフラールは VOC(揮発性有

機化合物)であり、大気酸化反応により PM を生成する前駆物質である。VOC は日本で環

境汚染物質として規制されておりxxxi、視程の低下や光化学オキシダントの生成に寄与する

xxxii。また蒸気を吸入した場合、のどの粘膜が激しく刺激され頭痛が起こる。高濃度の場合

呼吸器、粘膜の炎症や肺水腫を起こし、中枢神経障害によりまひ、けいれん等を起こすこと

があるxxxiii。 

パイロライザー処理では、温度が高くなるほど排出物の種類が多くなった(Figure 18)。泥

炭を構成する木質は分解が進むとさらに反応が進み二次生成物が生成されるため(Figure 

19)、高温になるほど排出物が多くなったと考えられる。 

445℃や 590℃の高温域では、255℃や 315℃では見られなかった脂肪酸であるオレイン

酸やステアリン酸が検出された。煙害期間中にフィルター採取された PM サンプルにおい

て、煙霧が濃い期間のサンプルの方が煙霧が薄い期間のサンプルよりも脂肪酸濃度が高い

ことが報告されているxxxiv。オレイン酸やステアリン酸はオゾンやOHラジカルによって酸

化される。これらの有機エアロゾルは水溶性で、また反応時に生成する物質が界面活性剤と

して機能し雲凝結核特性を向上させているxxxv。このことから泥炭下層部で燻焼が広がり高

温になると脂肪酸が排出され、PMの生成や視程の低下に繋がると考えられる。オレイン酸

は炭素-炭素の二重結合を含み、その部分がオゾンとの反応性を有し、大気中のオゾンとの
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反応の間にクリーギー中間体が発生するxxxvi。クリーギー中間体は 2 つの不対電子を持つジ

ラジカルの一種で、オレフィン（C=C 二重結合を持つ不飽和炭化水素）とオゾンの反応の

中間体として生成する。RR’COOの化学式で表され、反応性が極めて高いxxxvii。またオレイ

ン酸がオゾンに曝露されることにより、雲凝結核活性が高まることが知られているxxxviii。凝

結核は吸湿性の粒子であり、水蒸気が凝結する際に核として働き、微水滴（雲粒）を生成す

るxxxix。 

 泥炭に直接着火して発生した煙は好気条件下であるので地表泥炭火災の排出物を、パイ

ロライザーで熱分解すると嫌気条件下であるので下層泥炭の燻焼の排出物を表すと考えら

れる。パイロライザー処理をしたガスの方が GC/MS でのピークが多く検出された。好気条

件下では有機物が完全燃焼に近い状態であり、嫌気条件下では不完全燃焼によって燃料の

一部が燃焼しその時に発生した熱により他の部分が分解されすすが発生するためxl、ガスク

ロマトグラム中のピーク数はパイロライザー処理の方が多くなったと考えられる。燻焼は

長引きやすいため、一度下層部に火が着いてしまうと地表泥炭よりも排出物の種類と量が

多くなり、健康や環境に影響がでることが示唆された。 

 Figure20,21 に示す TG/MS の結果より、ヘリウム雰囲気下では 300～400℃の温度域が

排出物のピークであることが示された。熱帯泥炭を構成する木質を形成しているヘミセル

ロース、セルロース、リグニンそれぞれの熱分解温度は 180℃～300℃、240℃～400℃、280℃

～550℃である。この温度域においては熱分解物が盛んに生成される。地表泥炭火災の火炎

最高到達温度が 1000℃程度なのに対して、下層泥炭燻焼の火炎最高到達温度は 600℃以下

と言われているxliため、加熱温度の低い下層泥炭火災の方が地表で泥炭火災よりも排出物が

多く発生すると考えられる。 

ヘリウム雰囲気下の方が酸素雰囲気下よりも信号強度が強かったため、地中火災の方が

地上火災よりも排出物が多かったと考えられる(Figure 20,21)。 

またこの温度域で排出されたフェノールはリグニン、たんぱく質、セルロース等複数の物

質から生成されるⅹⅶ。粉塵を吸入や皮膚や粘膜からの吸収により、全身倦怠や嘔吐・不眠

症等の症状が起こり、皮膚につくと薬傷、飲むと吐き気や激しい腹痛が起こる(Table 4)。多

量の時には死亡することがあり、ヒトへの無毒性量は 4.5 mg/m3 と報告されておりxlii、嫌

気条件下での分解が遅いxliii。下層泥炭は上層泥炭と比べてと鎮火が遅く、下層泥炭では排出

ピークのある 300～400℃での燻焼が長期間続くため、火災からの排出量が多量になると考

えられる。またフェノールは大気化学反応により二次有機エアロゾルを生成することが知

られているxlivため、泥炭火災から排出されたガス状物質は毒性を持つだけでなく、二次生成
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してエアロゾルや PM の生成に寄与する可能性を持つ。そのため排出されたガスが大気中

でどのような反応をするかを知ることがヘイズの成分や健康影響評価をする上で必要とな

ると考えられる。 

PM の元となるエアロゾルには有機炭素(OC : Organic Carbon)と元素状炭素(EC : 

Elemental Carbon)があり、OC にはさらに一次生成有機粒子(POA : Primary Organic 

Aerosol)と二次生成有機粒子(SOA : Secondary Organic Aerosol )とがある。POA は発生源

から直接排出される粒子であり、SOA はガス状物質の大気中での光化学反応により生成さ

れる粒子である。ECは黒色炭素(BC : Black Carbon)あるいはすす(Soot)とほとんど同じで

あると考えられており、炭化水素が高温で不完全燃焼する際等に排出される一次生成粒子

であるxlv。 

 泥炭火災は火災そのものだけが問題となっているのではなく、いくつもの要因が相互に

作用している(Figure 22)。泥炭火災により排出される CO2は気候変動の原因に、レボグル

コサンやフルフラール、脂肪酸といった POA や SOA は大気汚染や視程の低下、人間への

健康被害に寄与している。それらは季節風に乗り周辺諸国へも影響を与え、国際問題を引き

起こしている。気候変動が起こると干ばつやエルニーニョ現象が起こりやすくなり、泥炭火

災が起こりやすい環境がつくられる。また大気汚染や視程の低下、人間への健康被害は人口

や観光等の経済活動に影響を与える。人間活動による焼き畑やタバコのポイ捨ては泥炭火

災の着火源となっている。本研究で目的とした泥炭火災から排出されるガス状物質を特定

することは、大気汚染や健康被害、気候変動への泥炭火災の影響を知る一助となるが、研究

にはいくつか課題が得られた。 

まず泥炭に直接着火し煙を吸うと、火の着き方や煙の吸い方に個人差がでる。また本研究

では好気条件下である地表泥炭火災の排出物を分析するため、マッフル炉にサンプルを静

置し、各パイロホイルと同温度に昇温しマッフル炉内のガスを採取し GC/MS へ注入し分

析を行った。しかしクロマトグラムにピークが見られなかった。これはマッフル炉の大きさ

に対して泥炭サンプルが少なかったこと、マッフル炉内のガスが外部に漏れてしまったこ

とが考えられる。泥炭への直接着火は燃焼温度を特定することが出来ないため、燃焼温度を

設定して泥炭を燃焼させ分析できると燻焼と地表泥炭火災との排出物の違いがより明確化

できる。 

次に本実験では排出物の定量を行っていないため、人体への毒性評価が難しい。定量を

行うことによって、泥炭火災より排出されるガス状物質の人間への毒性を知ることができ
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る。また排出ガスの大気化学反応を合わせて分析することによって、泥炭火災によるヘイ

ズの環境や健康への影響を評価する指針となると考えられる。  
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 Table 3 パイロホイル処理による各温度の主な排出物 

 

225℃ 

Compounds R.T. 

Phenol 9:52 

Levoglucosenon 13:25 

2-Methoxy-4-vinylphenol 18:26 

Vanillin 20:31 

1-Tricosanol 25:35:00 

Tetratetracontane 30:08:00 

 

315℃ 

compounds R.T. 

Furfural 5:46 

Phenol 10:08 

Levoglucosenon 13:35 

2-Methoxy-4-vinylphenol 18:26 

Vanillin 20:20 

n-Hexadecanoic acid 26:41:00 

1-Tricosanol 29:12:00 

Tetratetracontane 30:07:00 

Lupeol 35:03:00 

Friedelan-3-one 39:29:00 

 

358℃ 

compounds R.T. 

Levoglucosenon 13:25 

Vanillin 20:19 

n-Hexadecanoic acid 29:12:00 

Octadecanoic acid 27:44:00 

17-Pentatriacontene 29:12:00 

Lupeol 35:04:00 

Friedelan-3-one 39:30:00 
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445℃ 

compounds R.T. 

Furfural 5:49 

Phenol,2-methoxy 13:07 

Levoglucosenon 13:40 

Vanillin 20:25 

Phenol,4-ethyl-2-methoxy 17:42 

2-Methoxy-4-vinylphenol 18:32 

Phenol,2,6-dimethoxy 19:21 

Oleic acid 27:39:00 

Octadecanoic acid 27:45:00 

17-Pentatriacontene 29:13:00 

 

590℃ 

compounds R.T. 

Phenol 10:17 

Levoglucosenone 13:39 

2-Methoxy-4-vinylphenol 18:31 

Vanillin 20:30 

Z-5-Nanodecane 25:06:00 

1-Tricosanol 25:35:00 

n-Hexadecanoic acid 26:43:00 

Oleic acid 27:41:00 

Octadecanoic acid 27:46:00 

17-Pentatriacontene 29:13:00 
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Figure 12 直接泥炭着火のクロマトグラム レボグルコサン(m/z=185) 
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Figure 13 泥炭の熱分解時のクロマトグラム 255℃ 
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Figure 14 泥炭の熱分解時のクロマトグラム 315℃ 
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Figure 15 泥炭の熱分解時のクロマトグラム 358℃ 
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Figure 16 泥炭の熱分解時のクロマトグラム 445℃ 
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Figure 17 泥炭の熱分解時のクロマトグラム 590℃ 
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Figure 18 パイロライザー処理の各温度域の排出物量 
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Figure 19 パイロホイル処理での排出物 
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物質名 質量数 特性 

フェノール 94 粉塵の吸入や皮膚、粘膜からの吸収により全身倦怠や嘔

吐、不眠等の症状。 

フルフラール 96 VOC。蒸気の吸入でのどの粘膜への刺激、頭痛。 

レボグルコセノン 148 植物体構成物質の分解物。 

バニリン 152 植物体構成物質の分解物。 

レボグルコサン 185 バイオマス燃焼の指標。 

オレイン酸 282 煙霧の原因。オゾンとの反応でクリーギー中間体を生

成。 

ステアリン酸 284 煙霧の原因。 

Table 4 各化合物の特性 
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Figure 20 TG/MS酸素流入なし TIC（Total Ion Current）、m/z = 94 フェノール、m/z = 

96 フルフラール、m/z = 148 レボグルコセノン、m/z = 152 バニリン 
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Figure 21 TG/MS酸素流入あり TIC（Total Ion Current）、m/z = 185 レボグルコサン 
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Figure 22 泥炭火災と相互作用 
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4. 結言 

本研究ではパイロライザーと TG/MSを用い、これまで分析されていなかったインドネ

シア泥炭から排出される揮発性有機化合物の成分分析を行った。 

パイロライザーを使用することによって、特に問題となっている燻焼の排出物の定性分

析をすることができた。燻焼で排出されるガス状物質は地表泥炭排出物とは異なり、バイ

オマス燃焼の排出物と類似する。燃焼温度が高くなると分解された排出物の反応がさらに

進み二次生成物が生成されるため、処理温度が高くなるほど排出物の種類は多くなった。

パイロライザー処理ではオゾン生成能が高く、PM の前駆物質となるフルフラールやフェ

ノールといった物質が排出され、吸湿性を持ち PM の濃度上昇へ寄与しうることを明らか

にした。 

今後定性分析だけでなく定量的な分析を行うことで、泥炭から排出されるガス状物質の

PM への寄与率や健康影響への指針とすることができると考えられる。 
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